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のボランティアが駆けつけた。岩手・宮城・福
島の被災3県でボランティアをした人は，のべ
130万人を超えている 3）。
“想定外”の大災害となった東日本大震災を
教訓に，南海トラフ巨大地震や首都直下地震
の被害想定が大きく見直されるなど，今も影
響は続いている。
震災から3年。人びとの生活や防災意識，
エネルギーや原発に対する考え方はどのように
変わったのか。
NHKは，2013年11月末から12月にかけて
全国の16歳以上を対象に「防災とエネルギー
調査」を実施した。また全国と被災地の人びと
の意識を比較するため，岩手・宮城・福島の
480人に対する被災3県調査も実施した。この
うち12地点，144人については全国の調査相
手と重複している。

東日本大震災から3年になるのを機に，NHKは2013年11月末～12月に全国と東北の被災3県で世論調査を実
施した。本稿は，全国と被災3県の比較，震災直後の調査などとの時系列比較を適宜交えながら報告する。
震災後の日常生活の変化では，被害の有無にかかわらず，地震・災害や放射線への不安が「増した」人が多数を
占めた。家族や地域とのつながりについても「増した」という人が「減った」を大幅に上回る。被災3県で被害にあっ
た人では，不安でも家族や地域とのつながりでも「増した」人が特に多かった。
意識の変化をみると，“世の中をよくする”という生き方を志向する人が震災前より増加して51％となり，私生活を
重視する人を上回った。
自然の脅威に対しては，震災直後の調査と比べ「人の力には限界がある」と感じる人が増えている。
自力避難ができないという人は女性70歳以上で3割を超える。災害時の情報源は，若者が多様なメディアを利
用しているのに対し，高齢者はテレビ，ラジオに偏るなど，災害弱者である高齢者の課題が浮き彫りになった。
自分の住む地域で危険な所を知っている人や災害時の助け合いが期待できると考える人は，大都市ほど少ない。
原子力発電所の今後については，「すべて廃止すべき」が2011年の20％から30％に増加した。「すべて廃止すべ
き」は，「人間は原子力を安全に利用できない」という見方をする人や「国の安全管理をまったく信頼していない」人，
「原発事故の不安を大いに感じている」人では6 ～ 7割で，増加した幅も大きかった。

 はじめに

2011年3月11日午後2時46分，三陸沖を震
源にマグニチュード9.0という国内観測史上最
大の地震が発生した。太平洋沿岸の広い範囲
が巨大な津波に襲われ，死者・行方不明者は
約1万9,000人に上った 1）。
東日本大震災である。地震と津波によって
東京電力福島第一原子力発電所で事故が起
き，大量の放射性物質がまき散らされた。現
在も原発からの汚染水漏れが問題になってい
る。
原発の周辺地域や，復興がままならない津
波の被災地の住民は，仮設住宅などでの生活
を余儀なくされ，2014年1月現在，27万人を
超える人が避難を続けている2）。
一方で，被災地には地震発生直後から多く
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 1. 東日本大震災後の生活と
復興評価

（1）生活の変化
「被害にあった」人は全国 17％，
被災 3 県 76％

東日本大震災で地震や津波による被害に
あったか，あてはまるものをいくつでもあげて
もらったところ（図1），全国では「家具が倒れ
たり，物が壊れたりした」が最も多く14％，次
いで「自宅が壊れた」4％だった。被災3県
でも，「家具が倒れたり，物が壊れたりした」
が最も多く66％，次いで「自宅が壊れた」が
29％，「自宅が浸水した」が5％となった。「そ
の他」として記入された具体的な回答をみてみ
ると，全国では帰宅困難や停電などが，また
被災3県では停電，断水などライフラインに関
するものが多かった。「被害にはあわなかった」
は全国で82％，被災3県では22％だった。
全体から「被害にはあわなかった」と「無回
答」を除いた「被害にあった」人は全国では
17％だったが，被災3県では76％に上った。

調査の概要は以下のとおりである。
調査時期：	2013 年 11月30日（土）
	 ～12月8日（日）
調査方法：	配付回収法
＜全国＞ 　

調査対象：	全国の16 歳以上
調査相手：	住民基本台帳から
	 層化無作為	2	段抽出
	 3,600人（12×300 地点）
調査有効数（率）	：	 2,459人（68.3％）
＜被災 3 県＞　

調査対象：	岩手県，宮城県，福島県の
	 16 歳以上
調査相手：	住民基本台帳から
	 層化無作為2	段抽出
	 480人（12×40 地点）
調査有効数（率）	：	 343人（71.5％）

本稿は，これらの調査結果を以下の章立て
で報告する。
はじめに

1．東日本大震災後の生活と復興評価　　

2．防災意識

3．エネルギーと原発問題

おわりに

（1，3を河野，2を政木が担当）

NHKでは，震災から9か月後の2011年12
月にも同様の調査を行っており，比較可能な
質問は適宜活用して分析した。単純集計結果
とサンプル構成，それに過去の調査の概要お
よび今回と共通の質問の結果を22 ～ 29ペー
ジに掲載している。なお本稿では，回答者数
が100人未満の層については分析の対象とし
ていない。

 1. 東日本大震災後の生活と
復興評価

図1　東日本大震災の被災経験
（複数回答，全体）
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震災後の生活変化
家族，地域とのつながりが増加

震災前と比べ日常生活がどう変化したか，
11項目について尋ねた（図2）。項目ごとに「増
した」「変わらない」「減った」「自分には関係な
い」の中から選んでもらった。
「不安・心配」の項目についてみると，全
国では「増した」が「地震・災害への不安」
79％，次いで「放射線への不安」59％と，震
災に直接関連する項目で多数となっている。
「減った」はどの項目でもほとんどみられない。

被災3県では，特に「自分の健康への不安」
「子どもの教育についての心配」「放射線への
不安」で「増した」が全国より多い。
「不安・心配以外」の項目についてみると，ど
の項目でも最も多いのは，「変わらない」となって
いる。全国で，「減った」が多いのは「世帯の収
入」で，「増した」が多いのは「家族とのつながり」
「地域とのつながり」「生きがい」となっている。
被災3県では，すべての項目で「減った」が
全国より多くなっている。

図 2　震災後の生活の変化（全体）
図 3　震災後の生活の変化

（東日本大震災の被害の有無別）
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「被害あり」でより深刻な震災後の生活

震災後の生活の変化は，被災したかどうか
でみると違いがさらに大きくなる。全国で被害
がなかった人（「全国被害なし」2,017人）と被
災3県で被害があった人（「3県被害あり」260
人）の意識の違いをみた（図3）。
「全国被害なし」でも「不安・心配」と，「家
族とのつながり」「地域とのつながり」で「増し
た」が多い。震災の被害に直接あわなくても，
多くの人びとが震災の影響を受けている。
「3県被害あり」では，「不安・心配」の項目
で「増した」がさらに増える。「自分の健康へ
の不安」「子どもの教育についての心配」「放射
線への不安」では傾向が顕著になる。「不安・
心配以外」の項目では，「減った」が増え，特
に「住環境への満足感」「世帯の収入」で多い。
「家族とのつながり」「地域とのつながり」で
「増した」と答えた人をみると，「3県被害あり」
は「全国被害なし」より多い。一方「減った」は
「3県被害あり」で「家族とのつながり」が3％，
「地域とのつながり」は7％だった。「全国被害
なし」はどちらも1％であり，「3県被害あり」で
多いことが注目される。震災は家族，地域と
のつながりを育んだ一方で，被災のため移住
を余儀なくされるなどしてつながりを断ち切ら
れてしまった面もあったのであろう。
「地域とのつながり」について年層別にみる

と（図4），「増した」人は「全国被害なし」では
60歳以上の高年層で少なくなるが，「3県被害
あり」の高年層では逆に多くなっている。

被災地支援　「募金に協力」全国で 74％

東日本大震災の被災に対する支援で，これ
までにしたことを，複数回答で選んでもらった
（図5）。支援内容で最も多いのが「募金に協
力」で74％，次いで「被災地域の産品を購入」
31％，「救援物資を送った」9％，「被災地域に
旅行した」8％となった。
被災3県では「募金に協力」が53％で全国よ
り少ないが，「被災地域の産品を購入」41％，
「救援物資を送った」17％，「被災地域に旅行
した」16％，「被災地に行ってボランティア活
動をした」7％，「被災地には行かなかったが，
ボランティア活動をした」5％，「被災地を支援
するイベントなどに参加した」11％と，「募金」
以外，いずれも全国より割合が多い。
全国では「特に何もしなかった」は17％で，
多くの人が何らかの支援をしている。被災3県
では24％だった。

図 4　地域とのつながり「増した」（年層別）

図 5　被災地支援（複数回答，全体）
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『社会貢献志向』が増加

今の生き方について，最も近いものを選んで
もらった（図6）。
全国では「社会のために必要なことを考え，
みんなと力を合わせ，世の中をよくするように
心がけている」8％，「自分の生活とのかかわり
の範囲で自分なりに考え，身近なところから世
の中をよくするように心がけている」43％，「決
められたことには従い，世間に迷惑をかけない
ように心がけている」38％，「自分や家族の生
活を充実させることを第一に考え，世間のこと
にはかかわらないように心がけている」3％，「ど
れともいえない」8％となり，「世の中をよくする
ように心がけている」という『社会貢献志向』
は51％，「決められたことに従う」「私生活充実
が第一」という『私生活志向』は41％と，『社会
貢献志向』の方が多い。
被災3県でも『社会貢献志向』は55％ 4），『私
生活志向』は36％で，『社会貢献志向』の方が
多い。
震災の9か月後だけでなく震災直前の2011
年2月にも同じ質問で調査を行っているが 5），

震災を経て『社会貢献志向』が徐々に増加し
ている。
『社会貢献志向』の割合を男女年層別に比
較すると（図7），2011年の震災直前と比べ，
どの層でも大幅に増加している。特に男性50
代，女性40代～50代での増加が大きい。

『社会貢献志向』で多い被災地支援

前述の被災地支援を市民意識別に比べる

図 7　社会貢献志向（男女・男女年層別）

図 8　被災地支援（市民意識別）図 6　市民意識（全体）
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と（図8），項目ごとの支援率は，『社会貢献志
向』がすべての項目で『私生活志向』に比べ高
くなっている。社会とのかかわりへの意識が
被災地支援と少なからず関連しているといえよ
う。

（2）復興について
復興評価　『進んでいない』が多数

震災から2年9か月経ち，復興がどの程度
進んだと考えているか，それぞれについて尋
ねた（図9）。
津波による復興は『（かなり＋ある程度）進
んでいる』36％に対し，『（あまり＋まったく）
進んでいない』64％となり，否定的な評価が
多数である。
原発事故の除染については，『進んでいる』
は13％と少なく，『進んでいない』が85％と圧
倒的である。
被災3県も全国と同じ傾向となっている。

	
被災地の情報への接触
被災 3 県と全国では頻度に差

東日本大震災の被災地の現状を見聞きする
ことがどの程度あるか，
A　津波による被災地の現状
B　福島第一原発の事故処理と被災地の現状

についてそれぞれ尋ねた（図 10）。
全国では「津波による被災地の現状」を
見聞きすることが『（よく＋ときどき）ある』は
67％，「原発の事故処理と被災地の現状」が
73％で原発の方が多い。
被災3県では「津波による被災地の現状」
が76％，「原発の事故処理と被災地の現状」
が72％と，両者はほとんど変わらない。
全国と被災3県を比べると，『ある』につい
ては「津波」で全国が少なく，「よくある」は「津
波」「原発」とも全国が少ないなど，情報接触
の頻度に差がみられる。
福島第一原発については，汚染水漏れなど
報道が相次いでいるが，津波については全国
では報道されることが少なくなってきている。
それに伴い，少しずつ全国の人の関心も低下し
てきている可能性がある。津波からの復興も
道のりはまだ遠い。全国の人に関心を持っても
らうためにも，メディアには継続して報道して
いくことが求められているといえよう。

	

 2. 防災意識

第2章は，東日本大震災から3年での防災
意識について報告する。本章では，被災3県
との比較ではなく，全国調査の全体の結果と，
震災で被害にあった全国の人との結果を比べ，

図 9　復興評価（全体）

図10　被災地の情報接触（全体）
無回答

まったく進んでいない

あまり進んでいない

ある程度進んでいる

かなり進んでいる

被災 3県

全国

被災 3県

全国 34％ 55
11

1

9

13％ 54
11

32

32 552 10

53 214
0

31

津波による被災地の復興

福島第一原子力発電所事故の被災地の除染

無回答まったく進んでいないあまり進んでいない
ある程度進んでいるかなり進んでいる

無回答

まったくない

あまりない

ときどきある

よくある

被災 3県

全国

被災 3県

全国 16％ 51
1

28 4

24% 48
1

1

23 4

35 41 18 5 2

39 833 19

津波による被災地の現状

福島第一原発の事故処理と被災地の現状

無回答まったくないあまりないときどきあるよくある
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被害の有無によって意識や態度に違いがある
かどうかをみていきたい。

（1）自然災害へのおそれ
大地震が起きる不安『感じている』79％

住んでいる地域で大地震が起きるかもし
れないという不安をどの程度感じているか尋
ねた結果（図11），「ある程度感じている」が
54％で最も多く，「大いに感じている」の25％
を合わせると，不安を感じている人は79％に
上った。2011年からの変化はなかった。
震災で被害にあったかどうかで分けてみる
と，「被害あり」と答えた人では「大いに感じて
いる」が35％で，不安を感じている人は合わせ
て88％に上り，どちらも全体の結果より多く
なっている。
地方別でみると（図12），「大いに感じてい
る」は関東の1都6県で30％，東海3県 6）で

37％と，首都直下地震や東海地震の想定地域
で目立つ。
居住地域別でみると，「大いに感じている」
は沿岸部で34％と多くなっている。

沿岸部の 67％が大地震の津波被害を予想

大地震が起きた場合，住んでいる地域で予
想される被害を，8つの選択肢を示し複数回
答で尋ねた（図13）。「建物の倒壊」が最も多
く86％，次いで「火災」が67％だった。
居住地域別にみると，どの地域でも最も多
いのは「建物の倒壊」である。次に平野部で
は「火災」が，山間部では「がけ崩れ・地すべ
りなどの土砂災害」が多い。沿岸部では「津
波」が67％に上り，多数が大地震と津波を結
びつけている。

	
大地震が起きれば，自宅は『危険』85％，
沿岸部で 93％

規模が大きい地震が起きた場合，自宅がど
の程度危険と感じているかを尋ねた結果（図

図11　大地震の不安（全体・「被害あり」）

図12　大地震の不安（地方別，居住地域別）

図13　大地震の被災予想
（複数回答，全体・居住地域別）

無回答まったく感じていないあまり感じていない
ある程度感じている大いに感じている

無回答
まったく感じていない
あまり感じていない
ある程度感じている
大いに感じている

被害あり
（413人）

全体 25％ 54 19

10

35 54 10
11

『感じている』

無回答まったく感じていないあまり感じていない
ある程度感じている大いに感じている

無回答
まったく感じていない
あまり感じていない
ある程度感じている
大いに感じている

被害あり
（413人）

全体 25％ 54 19

10

35 54 10
11

『感じている』

無回答

まったく感じていない

あまり感じていない

ある程度感じている

大いに感じている

沿岸部

山間部

平野部

東海

関東

無回答まったく感じていないあまり感じていない
ある程度感じている大いに感じている

30％ 57 12
1

37 54 8
10

26 55 18
10

16 252 29
0

34 50 15
10

1

86％
87
84

67

60
60

30
32
32
28

27

28

28
17

17

17

12
10
15

3
3
2
1

11

96

44

68

67

23

70

84

沿岸部
山間部
平野部
全体

この中にはない

原発からの
放射性物質の飛散

津波

がけ崩れ・
地すべりなどの
土砂災害

地盤沈下や液状化

ガスなど
危険物の爆発

火災

建物の倒壊
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14），「大いに危険」は32％で，「ある程度危
険」を合わせると『危険』は85％に上る。
居住地域別にみると，沿岸部では「大いに
危険」が42％，『危険』が93％と顕著に多い。

「被害あり」の人ほど心配する
情報過疎と帰宅困難

大地震が起きた場合の心配はどんなことか，
11の選択肢を示し，複数回答で尋ねた（図
15）。「家族の身の安全」（90％）が最も多く，

次いで「電気，ガス，水道が使えなくなるこ
と」（82％），「水や食料が確保できなくなること」
（78％）など当面の生活の心配が続く。
「被害あり」の人は，ほとんどの項目が全体
より多い。特に「通信手段が途絶え，連絡が
とれなくなること」が全体の58％に対し70％，
「情報が得られなくなること」は全体の41％に
対し50％，「交通機関がまひし，自宅に帰れ
なくなること」は全体の35％に対し45％と，情
報過疎や帰宅困難になることに対する心配で
大きく上回っている。
地震発生当日，首都圏で515万人が帰宅困
難となったり7），広い範囲で電話やメールが不
通となって安否確認が滞ったりしたことなどが
影響している可能性が考えられる。

自然の脅威に「人の力の限界」を
感じる人が増加

東日本大震災という未曽有の災害を経て，
自然の脅威と人間の力との関係に対する考え
方に変化はあったのだろうか。2011年に引き
続き，大きな災害に関連して「ア：自然の脅威
の前では，人の力には限界があり，どうしよう
もないところがある」という考えに近いか，「イ：
自然の脅威の前でも，人は力をつくして，でき
るだけのことをやるべきだ」という考えに近い
かを尋ねた（図16）。その結果，2013年は『ア：
人の力には限界』が「どちらかといえば」を含
めて53％となり，『イ：力をつくすべき』（「どち
らかといえば」を含む）の45％を上回った。
震災から9か月後の2011年調査では，『ア：
人の力には限界』（50％）と『イ：力をつくすべ
き』（49％）が拮抗していたが，2013年は「ア
に近い」が17％から20％に増え，「イに近い」
は15％から12％に減っていた。

図15　大地震での心配
（複数回答，全体・「被害あり」）

図14　自宅の災害危険度【地震】（全体・居住地域別）	

25％

『危険』

無回答まったく危険でないあまり危険でない
ある程度危険大いに危険

無回答
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大いに危険

沿岸部
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11

31 54 13
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28 53 16
21

42 52 6
01

被害あり(413 人 )

全体
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その他

デマに惑わされる
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交通機関がまひし，
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なること
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連絡がとれなくなること

自宅に住めなく
なること
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電気，ガス，水道が
使えなくなること

家族の身の安全

被害あり（413人）
全体

90％
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70
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41
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1
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被災経験の有無や男女年層別，地方別で違
いはみられない。ただ，居住地域別にみると，
沿岸部では「アに近い」が27％と多く，『人の
力には限界』が60％に上った。　
2011年と比べ，『人の力には限界』が増えた
背景には，震災後，南海トラフ巨大地震で最
悪の場合32万人が死亡するという被害想定が
まとめられたことや，2013年の調査前には，9
月に初の大雨特別警報が出た京都府などの豪
雨災害が，10月に伊豆大島で死者・行方不明
者39人に上る大規模な土砂災害が相次いで起
きたことなどがあると考えられる。

	
（2）備えは十分か
「被害あり」の人で進む備え

災害に対し家庭でどんな備えをしているの
かを13の選択肢を示し複数回答で尋ねた（図
17）。「どれもしていない」は6％で，大多数が
何らかの備えをしていた。上位には「懐中電
灯」（86％）や「携帯ラジオ」（57％）など手軽な
ものが並ぶ。一方，あまり行われていないもの
には「家具や家電などの転倒防止措置」（22％）
がある。1995年の阪神・淡路大震災以降，
家庭での基本対策として呼びかけられてきた

が，比較的費用がかかる「地震保険への加入」
（29％）をも下回り，浸透していない。
「被害あり」の人は，「どれもしていない」が
3％と少なく，多くの項目で備えが進んでいる。
特に「携帯ラジオ」が全体57％に対し64％，
「乾電池や充電器」が全体48％に対し59％，
「非常用食料，飲料水」が全体44％に対し
51％，「家具や家電などの転倒防止措置」が全
体22％に対し31％と差が大きい。

非常用食料，飲料水「1 週間分以上備蓄」4％

「非常用食料，飲料水」を準備していると答
えた44％の人に，家族が何日間過ごせる分を
確保しているか，3つの選択肢で尋ねた（図
18）。「1～ 2日分」と「3～ 6日分」はともに全
体の20％だった。

図16　自然の脅威と人の力
（全体・居住地域別）

図17　災害に対する準備
（複数回答，全体・「被害あり」）
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イに近い
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南海トラフ巨大地震の対策に関する政府の
検討会の最終報告書 8）は，地震発生直後の行
政の支援不足を補うため，各家庭で1週間分
以上の食料，飲料水などを確保する必要があ
るとしている。しかし半数を超える人が備蓄を
まったくしておらず，国が求める1週間分以上
の備蓄をしている人は少数にとどまっている。

家族との連絡手段は「決めていない」41％

大災害のときの家族との連絡手段につい
て，6つの選択肢を示し複数回答で尋ねた（図
19）。最も多い手段は「電話」で48％，次いで
「メール」が37％である。一方，「災害用伝言ダ
イヤル『171』などの安否確認のサービスやシ
ステム」は14％だった。災害用伝言ダイヤルは，
阪神大震災で電話がつながらない状態が長く
続いたことをきっかけに開発され，1998年か
ら運用が始まっているが，連絡手段にあげた
人は少ない。また東日本大震災の際，若い人
の一部で活用された「TwitterやFacebook，

LINEなどのソーシャルメディア」は8％だった。
「特に決めていない」は41％である。
「被害あり」の場合，「メール」と「災害用伝
言ダイヤルなど」をあげた人が全体を上回り，
「特に決めていない」人は34％で全体より少な
かった。
年層別でみると（図20），「特に決めていな
い」のは，20 ～ 40代では50％前後いるが，
高齢層で少なくなり，60代以上では32％とな
る。ただし，60代以上の連絡手段は，災害
時につながりにくい「電話」が多い。
「メール」は，50 ～ 60代で40％を超えるが，
70歳以上では26％と少なくなる。「災害伝言ダ
イヤルなど」は，40～50代の19％がピークだっ
た。

	

自宅の備えは『不十分だ』88％　　

自宅の災害に対する備えが十分かどうかに
ついては（図21），「どちらかといえば，不十
分だ」が55％，「不十分だ」が34％で，これら
を合わせた『不十分だ』は88％と大多数を占
める。2011年の86%からわずかに増えた。

図19　家族との連絡手段
（複数回答，全体・「被害あり」）

図18　非常用食料，飲料水の備蓄日数

図 20　家族との連絡手段（複数回答，年層別）
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大地震が起きた場合，自宅がどの程度危険
と思うかの評価別にみると（図21），『不十分
だ』は自宅が危険だと考える人ほど多い。地
震に対する危機感が強い人ほど“まだ足りな
い”と感じている。

（3）超高齢社会の防災の課題
自力避難「できない」19％，
女性 70 歳以上 33％ 

東日本大震災では，東北の被災3県で亡く
なった人に占める65歳以上の割合が約6割に
上った 9）。総人口に占める65歳以上の割合が
24％ 10）という超高齢社会を迎えた日本では，
災害弱者である高齢者をどう支援するかが差
し迫った課題となっている。
災害時，自力で避難できるかどうかを尋ね
た結果，「できない」人は19％だった（図22）。
男女別でみると，「できない」は女性（23％）
が男性（15％）を上回る。男女年層別でみると，
「できない」は女性70歳以上で33%である。

要援助の家族が「いる」
子育て世代の 30 代で 46%

災害時の避難で援助が必要な家族がいるか
を尋ねたところ，「いる」人は32％だった（図
23）。
男女差はなく，年層別でみると，「いる」は
30代で46％と多い。未就学児と小学校低学
年の親が多いためと考えられる。

図 21　災害に対する備えの自己評価
（全体，大地震での自宅の危険度の評価別）

図 22　自力避難の可否（全体，男女・男女年層別）

図 23　要援助の家族の有無（全体，年層別）

81

19
15

23
19
15
12

18 18 18 19

33

10 9

20

27

85
80

77 79

72

82 82 82 80

66

84 86
90 91

（％）

0

20

40

60

80

100

できない

できる

女
性

男
性

全
体

70歳
以上

60
代

50
代

40
代

30
代

16～
29歳

70歳
以上

60
代

50
代

40
代

30
代

16～
29歳

男性 女性

60

32

7

75

57
62

34

44
7

32

6

26

9

29

13

62
65

58

49

46
35

24

0

（％）

0

20

40

60

80

一人で暮らしている

いない

いる

70歳以上60代50代40代30代20代16～19歳全体

無回答不十分だどちらかといえば，不十分だ
どちらかといえば，十分だ十分だ

無回答
不十分だ
どちらかといえば，不十分だ
どちらかといえば，十分だ
十分だ

2011年全国

2013年全国 3411
1

1

55

0

3254％13
1

『十分だ』 『不十分だ』

無回答不十分だどちらかといえば，不十分だ
どちらかといえば，十分だ十分だ

無回答

不十分だ

どちらかといえば、不十分だ

どちらかといえば、十分だ

十分だ

大いに危険
（788人 ）

ある程度危険
（1,312 人）

あまり危険でない
（312人） 27

1 0
20％ 52

30
1 0
10 59

43
1 0
8 49

※「まったく危険でない」は実数が少ない（23人）ため省略



13

また「一人で暮らしている」のは70歳以上が
13％と多い。こうした一人暮らしの高齢者の
避難の支援も災害時の課題といえよう。

防災訓練に参加 33％，高齢者で少なく

この1年間で避難訓練や防災訓練に参加した
かを尋ねた。その結果，「参加しなかった」が
67％で「参加した」は33％にとどまる（図24）。
地方別にみると，「参加した」は東海で49％
と特に多かった。

年層別にみると，「参加した」は16 ～ 19歳
で65％と多数を占める。この年層は91％が「学
生」と回答していて，学校で参加したと考え
られる。「参加した」は20 ～ 50代では3 ～ 4
割で推移するが，60代で27％，70歳以上で
18％と高齢者ほど少ない。
職業別にみると，「参加しなかった」のは，
無職83％，自営業者77％，主婦75％と組織
に属さない人で多かった。
訓練に参加しなかった人に理由を尋ねたと
ころ（図25），「訓練があったかどうか知らな
かったから」（37％）と「訓練がなかったから」
（33％）という理由が多かった。

災害対策基本法が2013年6月に改正され，
高齢者や障害者など避難に支援を必要とする
人の名簿を作成することが市町村に義務づけ
られた。地域のつながりの中で災害弱者を把
握し，支援する側もともに参加して訓練を実施
するなど，日ごろからの取り組みが一層重要に
なっている。

災害情報の入手手段が
「テレビ」「ラジオ」中心の高齢者

災害時に情報をどこから得るか，複数回答
で尋ねた（図26）。「テレビ」が77％で最も多
く，「ラジオ」が71％で続く。携帯端末で緊急
地震速報や自治体の避難情報などを自動で受
信できる「防災関連のメール」は「自治体の防
災無線や広報車」（42％）に次ぐ35％だった。
年層別にみると，従来からの手段である「テ
レビ」「ラジオ」「防災無線や広報車」は高齢層
ほど多い。「テレビ」は40代まで7割前後であ
るが，70歳以上では88％に達する。また「ラ
ジオ」は10 ～ 20代では5割台であるが，50
～ 60代では8割前後となる。
一方，「メール」や「ウェブサイト」などの新
しいメディアを使う高齢層は少数である。「メー
ル」は20 ～ 50代では4割台で推移するが，

図 24　訓練参加（全体，年層別）

図 25　訓練不参加の理由
該当者 = 訓練に参加しなかった人（1,641 人）
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70歳以上では15％となり，「ソーシャルメディ
ア」は10 ～ 20代で4割いるが，60代以上は
ほとんどいない。若年層が多様なメディアを
利用しているのに対し，60代以上の高齢者は
「テレビ」「ラジオ」が中心となっている。
2013年9月，大雨特別警報が初めて発表
された地域の住民に実施した電話調査では，
未明の発表を直後に知った人の半数近くが防
災関連のメールで情報を入手していた 11）こと
から，深夜早朝の時間帯は，緊急情報を自
動で受信し，着信音で知らせてくれるメール
が有効であることが明らかになった。一方で，
主にテレビで情報を入手していた高齢者は，
情報の入手に遅れがみられた。若い人に比べ

避難に時間がかかる高齢者だ
からこそ，より早く，より確実
に緊急情報を伝える対策が求
められる。

（4）大都市の課題
地域で危険な場所

「知っている」43％
「あるかどうかわからない」42％

東日本大震災を教訓に，地
域で災害の危険がある所につ
いて情報を共有し，防災対策
や迅速な避難に活かそうとい
う動きが進んでいる。
住んでいる地域で，河川の
氾らん，がけ崩れ，津波など
の危険がある場所を知ってい
るかどうかを尋ねた結果（図
27），「危険な場所を知ってい
る」が43％，「危険な場所はな
い」は15％，「危険な場所があ

るかどうかわからない」は42％だった。

図 27　居住地域の危険個所の認識
（全体・都市規模別）

図 26　災害情報入手手段（複数回答，全体・年層別）
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ラジオ 71	 52	 56	 66	 72	 81	 77	 72	

家族や知人 47	 50	 42	 42	 44	 45	 52	 51	
自治体の防災無線や
広報車 42	 24	 27	 34	 37	 48	 52	 49	

防災関連のメール 35	 38	 40	 45	 46	 42	 28	 15	
インターネットの
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都市規模別でみると（図27），「知っている」
は，人口5万未満の市町村では54％と半数を
超えるが，人口が多い地域ほど少なくなり，特
別区と人口100万以上の市では37％だった。
	

地域の助け合い『期待できる』55％
大都市ほど少なく

大災害が発生した際，住んでいる地域で住
民同士の助け合いがどの程度期待できるかを
聞いたところ（図28），「ある程度期待できる」
が51％で最も多く，『期待できる（大いに+あ
る程度）』（55％）が『期待できない（あまり+
まったく）』（44％）を上回った。
都市規模別にみると，『期待できる』という
人は，人口5万未満の市町村では67％に上る
が，特別区と100万以上の市では47％と，人
口が多い地域ほど少なくなる。
大災害の際は，行政の支援（公助）が行き
届かないため，自助，共助の重要性が見直さ
れている。人口が少ない地域では居住年数も
長い傾向があり，地域の助け合いが期待でき
るという人が多かった。一方，大きな都市ほど

地域の危険を知っている人が少なくなるうえ，
助け合いが期待できないと考える人が多く，
災害時の課題が大きいことが浮き彫りとなっ
た。

 3. エネルギーと原発問題

東日本大震災により福島第一原子力発電所
事故が発生し，その処理が復興にあたって大
きな課題となっている。現在，日本の原発は
48基 12）すべてが稼働していないが，今後原発
政策をどうしていくのかという議論は，エネル
ギー問題の焦点ともなっている。ここでは，エ
ネルギー問題と原発についての人びとの考え方
をみていく。

（1）エネルギーについて
「安全に発電できること」2011 年より減少

発電について，最も重要だと思われることを
4項目の中から選んでもらった（図29）。「安全
に発電できること」の34％が最も多く，次いで
「地球温暖化など環境への影響が少ないこと」
28％，「安定して十分供給できること」28％と
なり，「電気料金が安いこと」は11％で最も少
ない。「地球温暖化など環境への影響が少な
いこと」「安全に発電できること」を環境や安

図 28　地域の防災力（全体・都市規模別）

図 29　発電で重要なこと（全体）

 3. エネルギーと原発問題
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全重視，「電気料金が安いこと」「安定して十
分供給できること」を経済的な面重視とする
と，両者の割合は，61％対38％で，2011年と
ほとんど変化がない。なお，全国と被災3県
の結果に違いはない。
原発事故が起き，計画停電などを実施した
2011年と比べ，「安全に発電できること」が大
きく減り，「安定して十分供給できること」も減
少している。代わって増加したのが，「地球温
暖化など環境への影響が少ないこと」「電気料
金が安いこと」である。
男女別にみると（図30），男性では「安定し
て十分供給できること」と「安全に発電できる
こと」がほぼ同率で最も多く，次いで「地球温
暖化など環境への影響が少ないこと」となる
が，女性では「安全に発電できること」が最も
多く，続く「地球温暖化など環境への影響が
少ないこと」と合わせると66％を占める。男女
年層別に最も多い回答をみると，男性の30代
までは「安定して十分供給できること」，男性

の50代・60代と女性の40代から60代で「安
全に発電できること」となっている。

（2）原子力発電について
原発を「すべて廃止すべきだ」，
2011 年より大幅に増加

原子力発電所を今後どうすべきと思うかを
尋ねた（図31）。最も多かったのは，「減らす
べきだ」46％，次いで「すべて廃止すべきだ」
30％，「現状を維持すべきだ」22％，「増やす
べきだ」1％となった。2011年と比べ，「現状
維持」と「減らす」が減る一方，「すべて廃止」
が20％から30％へ増加した。14問ある2011
年12月調査からの継続質問の中で最も大きく
変化したのが，この「すべて廃止」である。
被災3県では，「減らす」「すべて廃止」がと
もに39％で，全国と比べ「減らす」が少なく「す
べて廃止」が多い。

2011年調査のあと，2013年2月13），9月14）に
同じ手法で実施した調査でこの質問をしてい
る。図32に，年齢範囲をこれらの調査に合わ
せて20歳以上の結果を掲載した。「すべて廃
止すべきだ」が段階的に増加している。2013年
2月調査と9月調査の間に起きたできごとをみる
と，8月に原発からの深刻な汚染水漏れが発覚
している。

図 30　発電で重要なこと（男女・男女年層別）

図 31　原発をどうすべきか（全体）
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また，9月から12月にかけて「現状を維持
すべきだ」が減り，「減らすべきだ」が増加して
いる。この間では，11月12日に小泉純一郎元
首相が日本記者クラブで会見を行い，「安倍晋
三首相が今，原発ゼロを決断するのに，こん
な恵まれた環境はない」「即ゼロがいい」と述
べている。
	

女性の方が多い「すべて廃止」

男女別に比べてみると（図33），「すべて廃
止」は男女とも増加しているが，女性の増加が
大きい。年層別には，男性では30代・70歳

以上を除いた年層で，女性ではすべての年層
で，「すべて廃止」が大きく増加している。

原発の運転再開　「賛成」は 11％で少数　

定期検査や地震のために運転を停止してい
る原発の運転を再開することについて（図34），
「賛成」11％，「反対」44％，「どちらともいえな
い」44％で，賛成は少数である。
被災3県では，「賛成」6％に対し，「反対」
52％で，被災3県の方が全国よりさらに「賛成」
が少なく，「反対」が多い。

	
再稼働の賛否，
原発に対する考え方が大きく関係

原子力発電をどうすべきかの考え方との関連
でみると（図35），「現状を維持すべきだ」とい
う人では再稼働に「賛成」が37％，「減らすべき
だ」という人では5％，「すべて廃止すべき」とい
う人では0％となっている。「すべて廃止すべき」
という人では「反対」が89％と大多数を占める。

図 33　原発を「すべて廃止すべきだ」
（男女・男女年層別）	

図 32　原発をどうすべきか（20 歳以上）

図 34　原発運転再開の賛否（全体）

図 35　原発運転再開の賛否（原発をどうすべきか別）
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再稼働については，原子力発電を今後どうすべ
きかの考え方が大きく関係している。

最終廃棄物の問題を「大いに考慮」52％

原子力発電所を今後どうすべきかを考える
にあたって，いわゆる「核のごみ」の問題をど
の程度考慮するかを尋ねた結果（図36），「大
いに考慮する」52％，「ある程度考慮する」
36％，「あまり考慮しない」9％，「まったく考慮
しない」3％だった。
被災3県でも「大いに考慮する」は54％と，
全国と同じ程度である。しかし「ある程度考
慮する」が27％で全国の36％より少ない。

男性の方が多い「大いに考慮」

「大いに考慮する」という人は男女別（図37）
でみると男性の方が多く，年層別にみると，
男女とも60代にかけて高齢になるほど多い傾
向がある。特に男性の60代以上では6割を超
えている。

原発事故の不安　被災 3 県は
「大いに感じている」が全国より多い

原子力発電所で，その周辺の住民に影響を
及ぼすような事故が起きるかもしれないという
不安を感じているかを聞いた（図38）。「大い
に感じている」37％，「ある程度感じている」
50％で，『感じている』は87％となった。それ
に対し「あまり感じていない」12％，「まったく

図 36　最終廃棄物への考慮（全体）
図 38　原発事故の不安（全体）

図 37　最終廃棄物の問題を「大いに考慮」
（男女・男女年層別）	

図 39　原発事故の不安（全国，男女・年層別）
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感じていない」2％で，『感じていない』は13％
と少ない。
被災3県では不安を「大いに感じている」が
46％と，全国と比べて多い。
2011年からは，ほとんど変化がない。
男女年層別にみると（図39），「大いに感じ

ている」は男性より女性，若い人より高齢にな
るほど多くなっている。

福島第一原発の現状に不安 95％

福島第一原発の事故処理について，政府
は「状況はコントロールされている」15）として
いるが，現状をどう思うかを尋ねた（図40）。
「不安だ」54％，「どちらかといえば，不安だ」
41％で不安を抱く人は95％に達する。
被災3県でも不安を抱く人は合わせて94％
で，「不安だ」が62％と多い。

	

国の安全管理　『信頼していない』72％，
被災 3 県では 81％

原子力発電所に関する国の安全管理を信頼
しているかどうかを尋ねた（図41）。「大いに
信頼している」2％，「ある程度信頼している」
26％で，『信頼している』28％に対し，「あまり
信頼していない」47％，「まったく信頼していな
い」25％で，『信頼していない』が72％と多数
である。
被災3県では『信頼している』が19％，『信
頼していない』が81％となり，全国よりさらに

多くなる。
2011年と比較すると，『信頼している』が
24％から28％に増え，『信頼していない』が
76％から72％に減少した。

「人間は，原子力を安全に利用することは
できない」と考える人が多数

福島第一原発の事故は大きな被害を出し，
事故処理に長い年数が必要なことを知らしめ
たが，国民は原子力についてどのように考えて
いるのだろうか。原子力の利用に関して，「ア：
人間は，原子力を安全に利用することができ
る」「イ：人間は，原子力を安全に利用するこ
とはできない」，どちらに近いかを聞いたところ
（図42），『安全に利用することができるに近い
（「どちらかといえば」を含む）』が31%だった
のに対し，『安全に利用することはできないに

図 40　福島第一原発の現状への不安（全体）

図 41　国の安全管理への信頼度（全体）

図 42　原子力は制御可能か（全体）
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近い（「どちらかといえば」を含む）』が
68％で多数となった。
被災3県では，『安全に利用するこ
とはできないに近い』が74％で全国よ
りさらに多くなる。
全国でみると，2011年からはほと
んど変化がない。

原発「すべて廃止すべき」の考え方

ここまで，原子力発電にかかわる意
識をみてきた。今回最も大きな変化が
あった，原発を「すべて廃止すべきだ」
という意見の背景にはどのような意識
があるのかをみておきたい。図43に，
回答ごとの「すべて廃止すべきだ」の
率を示した。
違いが顕著なのが，「原子力は制御
可能か」についての質問であった。さ
らに，「国の安全管理への信頼度」「原
発事故の不安」「発電で重要なこと」
も回答による違いが大きい。
「すべて廃止すべきだ」が多いのは，
「人間は，原子力を安全に利用するこ
とはできない」「国の安全管理をまっ
たく信頼していない」「原発事故の不
安を大いに感じている」，発電で重要
なことは「環境への影響が少ないこ
と」と「安全に発電できること」という
考えの人である。そして2011年と比較できる
項目では，上記のような回答の人で「廃止すべ
きだ」の増加が目立つ。
今回新たに加えた質問では，「福島第一原発
の現状が不安だ」「福島第一原発事故の被災地
の除染がまったく進んでいない」「最終廃棄物
の問題を大いに考慮する」という人で高い。

 おわりに

東日本大震災から3年近くが経った今回の
調査では，地震や災害，放射線に対する不安
が震災前と比べて「増した」一方，家族や地域
とのつながりも「増した」と考える人の多いこと
がわかった。

　図 43　原発「すべて廃止すべきだ」率
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災害弱者の対策が急務であることも明らか
になった。70歳以上の女性の3人に1人が自
力で避難はできないと答え，この1年で避難
訓練に参加した人は高齢者ほど少なかった。
災害時は地域での助け合いが重要となってく
るが，大災害が発生したとき，「住民同士の助
け合いが期待できる」が過半数だったものの，
都市部では少なく，地域差が浮き彫りになっ
た。震災が都市部で起きたら高齢者はどうな
るのだろうか。
また，高齢者の情報入手にも問題のあるこ
とがわかった。高齢者の場合，手段はテレビ，
ラジオ中心であり，自動受信できる「防災関
連メール」などの新しいメディアを使う人は少な
かった。
原発については「すべて廃止すべきだ」とい
う考えが大きく増加していた。特に，「人間は
原子力を安全に利用できない」という見方をす
る人や，国の安全管理をまったく信頼していな
い人，原発事故の不安が大きい人などで増加
していた。原発災害によって長期にわたる避難
を続けざるをえない現実，除染した土など放
射性廃棄物の保管場所すら決まらない現実に
加え，原発からの汚染水漏れが発覚するなど，
収束する気配のない原発災害が「すべて廃止
すべきだ」という考えの増加を後押ししている
のかもしれない。
2020年には，震災復興をかかげて誘致活
動が行われてきた東京オリンピックの開催が決
まっている。オリンピックは復興の追い風とな
るのだろうか。生活や防災，エネルギーにつ
いての意識はどのように変わっていくのだろう
か。今後も継続してみていきたい。
　　　　　　　（こうの	けい／まさき	みき）

注：
	 1）	2014 年 2 月 10 日警察庁発表
	 2）	2014 年 1 月 16 日現在。復興庁発表
	 3）	2013 年 12 月 31 日現在の災害ボランティアセ

ンターを通じて活動をした人数
全国社会福祉協議会　全国ボランティア・市民
活動振興センターの集計

	 4）	回答結果を足し上げる場合には，実数で足し
て％を計算しているので，単純に％を足し上げ
たものと一致しない場合がある。

	 5）	2011 年 2 月「社会と生活に関する世論調査」
調査時期
　2011 年 2 月 26 日（土）～ 3月 6日（日）
調査方法　配付回収法
調査対象　全国の 16 歳以上の国民
調査相手
　住民基本台帳から層化無作為 2段抽出
　3,600 人（12 人×300 地点）
調査有効数（率）2,627 人（73.0％）

	 6）	関東は東京，神奈川，千葉，埼玉，茨城，群馬，
栃木の 1都 6 県。東海は静岡，愛知，岐阜の 3
県

	 7）	2011 年 11 月発表の内閣府推計
	 8）	「南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）」

2013 年 5 月，中央防災会議　防災対策推進検
討会議　南海トラフ巨大地震対策検討ワーキン
ググループ

	 9）	内閣府「災害時要援護者の避難支援に関する検
討会報告書」（2013 年 3 月）より

	10）	2012 年 10 月 1 日現在。平成 25 年版『高齢社
会白書』より

	11）	福長秀彦／政木みき／河野啓「台風による大雨
と初の特別警報～危機の情報はどう伝わった
か」『放送研究と調査』2014 年 1 月号

	12）	2014 年 1 月 31 日現在
	13）	2013 年 2 月「衆院選後の政治意識」調査

調査時期
　2013 年 2 月 21 日（木）～	3 月 3 日（日）
調査方法　配付回収法
調査対象　全国の 20 歳以上の国民
調査相手
　住民基本台帳から層化無作為 2段抽出
　3,600 人（12 人×300 地点）
調査有効数（率）2,696 人（74.9％）

	14）	2013 年 9 月「参院選後の政治意識」調査
調査時期
　2013 年 9 月	7 日（土）～	9 月 16 日（月）
調査方法　配付回収法
調査対象　全国の有権者
調査相手
　選挙人名簿から層化無作為 2段抽出
　3,600 人（12 人×300 地点）
　調査有効数（率）：	2,627 人（73.0％）

	15）	2013 年 9 月 7 日（現地時間），IOC 総会での安
倍首相のプレゼンテーション
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「防災とエネルギー」調査　単純集計結果

2011 年
2013 年

全国 被災３県
調査目的 東日本大震災に関連し，災害に対する態度や防災意識，エネルギーに対する考え，価値観を把握する

調査時期 2011 年 12 月 3 日（土）～
12 月 11日（日）

2013 年 11月 30 日（土）～
12 月 8 日（日）

2013 年 11月 30 日（土）～
12 月 8 日（日）

調査方法 配付回収法

調査対象 全国の 16 歳以上 全国の 16 歳以上 岩手県，宮城県，福島県の 16 歳以上

調査相手 住民基本台帳から層化無作為２段抽出

3,600 人（12 人×300 地点） 3,600 人（12 人×300 地点） 480 人（12 人×40 地点）

調査有効数（率） 2,579 人（71.6％） 2,459 人（68.3％） 343 人（71.5％）

（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
増
し
た

変
わ
ら
な
い 

減
っ
た

関
係
な
い

自
分
に
は

無
回
答

A. 地震・災害への不安
2013 年全国 78.9 18.7 0.2 1.3 0.9 

∨ ∧ ∧
被災 3 県 82.5 12.8 1.7 0.6 2.3 

B. 自分の健康への不安
2013 年全国 35.5 61.9 0.3 1.3 0.9 

∧ ∨
被災 3 県 48.4 48.4 0.3 1.2 1.7 

C. 生きがい
2013 年全国 17.4 75.4 4.2 1.6 1.4 

∨ ∧
被災 3 県 15.5 65.0 15.2 1.7 2.6 

D. 世帯の収入
2013 年全国 3.3 72.2 18.4 5.0 1.2 

∨ ∧
被災 3 県 4.1 57.7 31.2 4.7 2.3 

E. 仕事の量
2013 年全国 7.9 66.7 10.1 13.7 1.5 

∧ ∨ ∧
被災 3 県 11.1 56.6 19.0 11.1 2.3 

※被災３県調査の宮城県石巻市の1地点については，津波で多くの住宅が流され，
　12 人中 10人が住民基本台帳上の住所に住んでいないことがわかったため，郵送法で実施した
※2013 年調査の調査相手　12 地点 144 人（有効は 105人）については，全国と被災 3 県で重複している

（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
増
し
た

変
わ
ら
な
い 

減
っ
た

関
係
な
い

自
分
に
は

無
回
答

F. 子どもの教育に
ついての心配

2013 年全国 15.7 46.9 1.9 33.3 2.2 
∧ ∨ ∧

被災 3 県 26.2 35.0 1.5 32.7 4.7 

G. 治療や介護の
　 不安

2013 年全国 37.5 53.5 0.2 7.4 1.5 
∨ ∧

被災 3 県 41.4 44.6 1.5 9.9 2.6 

H. 放射線への不安
2013 年全国 59.3 34.9 0.2 4.3 1.2 

∧ ∨
被災 3 県 65.0 27.4 0.6 4.7 2.3 

I. 家族とのつながり
2013 年全国 36.0 60.5 0.7 1.8 0.9 

∧ ∧
被災 3 県 37.9 55.4 2.3 2.0 2.3 

J. 地域とのつながり
2013 年全国 22.3 73.1 1.5 2.0 1.1 

∧ ∨ ∧
被災 3 県 27.1 62.7 5.8 2.3 2.0 

K. 住環境への満足感
2013 年全国 14.6 72.2 10.4 1.9 0.9 

∨ ∧
被災 3 県 12.8 55.4 29.2 1.2 1.5 
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（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
進
ん
で
い
る

か
な
り

進
ん
で
い
る

あ
る
程
度

　

進
ん
で
い
な
い

あ
ま
り

進
ん
で
い
な
い

ま
っ
た
く

無
回
答

A. 津波による被災地の
復興

2013 年全国 1.3 34.3 54.6 9.2 0.6 

被災 3 県 2.0 31.8 55.4 9.6 1.2 

B. 福島第一原子力発電
所事故の被災地の
除染

2013 年全国 0.9 12.5 53.6 31.8 1.2 

被災 3 県 0.3 14.3 52.5 30.9 2.0 

（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
よ
く
あ
る

と
き
ど
き
あ
る

あ
ま
り
な
い

ま
っ
た
く
な
い

無
回
答

A. 津波による
　 被災地の現状

2013 年全国 16.1 51.2 27.7 4.3 0.7 
∧ ∨ ∨

被災 3 県 35.3 40.8 17.5 4.7 1.7 

B. 福島第一原発の事故
　 処理と被災地の現状

2013 年全国 24.4 48.4 22.7 3.9 0.7 
∧ ∨ ∧

被災 3 県 33.2 38.5 19.0 8.2 1.2 

（％） 

1． ２． ３． ４． ５． ６．
良
い
影
響
が
あ
る

良
い
影
響
が
あ
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
，

悪
い
影
響
が
あ
る

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
，

悪
い
影
響
が
あ
る

影
響
は
な
い

無
回
答

A. 津波による
被災地の現状

2013 年全国 8.7 44.9 18.6 4.0 22.7 1.0 
∨ ∨ ∧ ∧

被災 3 県 5.2 37.6 23.6 8.2 23.9 1.5 

B. 福島第一原発の
事故処理

2013 年全国 6.3 33.7 25.7 13.2 19.9 1.2 
∨ ∧

被災 3 県 5.5 27.4 27.1 17.2 20.7 2.0 
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（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
大
い
に
危
険

あ
る
程
度
危
険

危
険
で
な
い

あ
ま
り

危
険
で
な
い

ま
っ
た
く

無
回
答

A. 地震
2013 年全国 32.0 53.4 12.7 0.9 1.0 

被災 3 県 28.0 55.1 14.6 0.3 2.0 

B. 津波
2013 年全国 8.7 14.5 26.2 48.6 2.1 

∨ ∨ ∧
被災 3 県 7.0 10.5 12.8 66.2 3.5 

C. 豪雨
2013 年全国 13.7 45.0 33.0 7.1 1.2 

被災 3 県 17.2 41.1 30.9 8.5 2.3 

D. 火山噴火
2013 年全国 3.6 10.6 24.5 59.1 2.2 

∨
被災 3 県 5.2 6.7 22.4 61.8 3.8 
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（％） 

1． ２． ３． ４．
そ
う
思
う

思
わ
な
い

そ
う

無
回
答

非
該
当

A. 特別警報は，より強く
警戒を呼びかけるのに
効果がある

2013 年全国 46.8 4.1 0.1 49.0 

被災 3 県 46.1 3.8 0.0 50.1 

B. 特別警報ができたため，
従来の警報が軽視される
おそれがある

2013 年全国 15.4 35.2 0.4 49.0 

被災 3 県 15.2 34.4 0.3 50.1 

C. 特別警報が出た時点で避難
していなかったら，住民は
直ちに避難を検討すべきだ

2013 年全国 44.9 5.7 0.4 49.0 

被災 3 県 45.2 4.1 0.6 50.1 

（％） 

1． ２． ３．
そ
う
思
う

思
わ
な
い

そ
う

無
回
答

A. 特別警報は，より強く警戒を
呼びかけるのに効果がある

2013 年全国 91.8 8.1 0.2 

被災 3 県 92.4 7.6 0.0 

B. 特別警報ができたため，従来の
警報が軽視されるおそれがある

2013 年全国 30.2 69.1 0.7 

被災 3 県 30.4 69.0 0.6 

C. 特別警報が出た時点で避難して
いなかったら，住民は直ちに
避難を検討すべきだ

2013 年全国 88.0 11.2 0.8 

被災 3 県 90.6 8.2 1.2 
該当者　2013 年全国 =1,253 人，被災 3 県 =171 人

（％） 

1． ２． ３．
そ
う
思
う

思
わ
な
い

そ
う

無
回
答

A. 大雨による災害の可能性がある場合
には，たとえ空振りになってもよい
ので，自治体は早めに避難勧告を
出すべきだ

2013 年全国 94.5 5.4 0.2 
∧

被災 3 県 93.3 5.8 0.9 
B. 大雨による災害の可能性がある場合

には，自治体から避難勧告が出され
ていなくても，自らの判断で早めに
避難を開始するべきだ

2013 年全国 80.8 18.8 0.4 
∧

被災 3 県 82.8 16.0 1.2 

（％） 

1． ２． ３． ４． ５．
直
ち
に
避
難
す
る

避
難
す
る
か
判
断
す
る

外
の
状
況
を
み
て

避
難
し
な
い

わ
か
ら
な
い

ど
う
し
て
い
い
か

無
回
答

A. 避難勧告が
出された場合

2013 年全国 39.8 55.1 2.1 2.8 0.2 
∧ ∨ ∧

被災 3 県 46.1 49.0 1.2 2.3 1.5 

B. 避難指示が
出された場合

2013 年全国 69.4 27.2 1.1 1.8 0.4 
∨ ∧

被災 3 県 73.8 22.2 0.9 1.7 1.5 
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全	体 性 年		層
男性 女性 16～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上

2,459 人 1,152	 1,307	 121	 229	 364	 432	 356	 438	 519	
100.0% 46.8 53.2 4.9	 9.3	 14.8	 17.6	 14.5	 17.8	 21.1	

全	体 男の年層 女の年層
16～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 16 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上

2,459 人 160	 177	 210	 168	 202	 235	 190	 187	 222	 188	 236	 284	
100.0% 6.5	 7.2	 8.5	 6.8	 8.2	 9.6	 7.7	 7.6	 9.0	 7.6	 9.6	 11.5	

全	体

都市規模
特別区と人
口 100 万以
上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
以上の市

人口 5万
以上の
市町村

人口 5万
未満の
市町村

2,459 人 521	 553	 588	 363	 434	
100.0% 21.2	 22.5	 23.9	 14.8	 17.6	

全	体 地域
北海道 東北 関東 甲信越  東海  北陸  近畿  中国  四国  九州 

2,459 人 102	 184	 791	 116	 314	 63	 344	 166	 78	 301	
100.0% 4.1	 7.5	 32.2	 4.7	 12.8	 2.6	 14.0	 6.8	 3.2 12.2	

全	体 性 年		層
男性 女性 16～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上

2,579 人 1,244  1,335  108  253  418  438  406  514  442 
100.0％ 48.2  51.8  4.2  9.8  16.2  17.0  15.7  19.9  17.1 

全	体 男の年層 女の年層
16～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 16 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上

2,579 人 156	 187  214  187  267  233  205	 231  224  219  247  209 
100.0％ 6.0	 7.3  8.3  7.3  10.4  9.0  7.9	 9.0  8.7  8.5  9.6  8.1 

全	体

都市規模
特別区と人
口 100 万以
上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
以上の市

人口 5万
以上の
市町村

人口 5万
未満の
市町村

2,579 人 526  596  626  407  424 
100.0％ 20.4  23.1  24.3  15.8  16.4 

全	体 地域
北海道 東北 関東 甲信越  東海  北陸  近畿  中国  四国  九州 

2,579 人 87	 208	 826	 118  314  82  399  174  90  281 
100.0％ 3.4	 8.1	 32.0	 4.6  12.2  3.2  15.5  6.7  3.5  10.9 

全	体
性 年		層

男性 女性 16～ 19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上
343 人 142	 201	 12	 29	 49	 49	 55	 70	 79	
100.0% 41.4 58.6 3.5	 8.5	 14.3	 14.3	 16.0	 20.4	 23.0	

全	体 男の年層 女の年層
16～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 16 ～ 29 歳 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上

343 人 17	 21	 24	 18	 31	 31	 24	 28	 25	 37	 39	 48	
100.0% 5.0	 6.1	 7.0	 5.2	 9.0	 9.0	 7.0	 8.2	 7.3	 10.8	 11.4	 14.0	

全	体

都市規模
特別区と人
口 100 万以
上の市

人口 30 万
以上の市

人口 10 万
以上の市

人口 5万
以上の
市町村

人口 5万
未満の
市町村

343 人 55	 38	 76	 63	 111	
100.0% 16.0	 11.1	 22.2	 18.4	 32.4	

全体
職業

農林
漁業者

自営
業者 経営者 管理職 販売・

サービス職
技能・
作業職

事務・
技術職

専門職，
自由業 主婦 学生 無職 その他 無回答

343 人 16	 18	 3	 10	 33	 42	 43	 12 78 12 68 3 5
100.0% 4.7	 5.2	 0.9	 2.9	 9.6	 12.2	 12.5	 3.5	 22.7	 3.5	 19.8	 0.9	 1.5	

【2013年全国】　サンプル構成比

【2013年被災 3県】　サンプル構成比

【2011年全国】　サンプル構成比
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